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上下水道の耐震化の現状等について
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上下水道地震対策検討委員会 中間とりまとめについて

○ 令和６年能登半島地震においては、最大約14万戸で断水が発生するなど上下水道施設の
甚大な被害が発生。

○ 耐震化していた施設では概ね機能が確保できていたものの、耐震化未実施であった基幹
施設等で被害が生じたことで広範囲での断水や下水管内の滞水が発生するとともに、復
旧の長期化を生じさせた。

浄⽔場から配⽔池へ向かう⽔道管の破損・露出（輪島市） 下⽔を集約し処理場に送る圧送管の被災現場（珠洲市）

浄⽔場内の配管損傷（七尾市） マンホール浮上現場（中能登町） 3
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上下水道地震対策検討委員会 中間とりまとめ 概要

○ 能登半島地震では「水」が使えることの重要性・公共性があらためて認識
○ 今般の被害を踏まえつつ、上下水道の地震対策を強化・加速化するため、

関係者一丸となって取組を推進

今後の地震対策 上下水道一体の災害対応被災市町での整備の方向性

○ 復興まちづくりや住民
の意向等を踏まえつつ、
分散型システム活用も
含めた災害に強く持続
可能な将来にふさわし
い整備

○ 代替性・多重性の確保
と、事業の効率性向上
とのバランスを図った
システム構築

○ 人口動態の変化に柔軟
に対応できる等の新技
術の積極的な導入

○ 台帳のデジタル化や施
設の遠隔監視などのDX
の推進

○ 広域連携や官民連携等
による運営基盤や災害
対応力の更なる強化

等

○ 上下水道システムの
「急所」となる施設の
耐震化

○ 避難所など重要施設に
係る上下水道管路の一
体的な耐震化

○ 地すべりなどの地盤変
状のおそれのある箇所
を避けた施設配置

○ 可搬式浄水設備／汚水
処理設備の導入などに
よる代替性・多重性の
確保

○ マンホールの浮上防止
対策・接続部対策

○ 人材の確保・育成や新
技術の開発・実装

等

○ 国が上下水道一体の全
体調整を行い、プッ
シュ型で復旧支援する
体制の構築

○ 処理場等の防災拠点化
による支援拠点の確保

○ 機能確保優先とした
上下水道一体での早期
復旧フローの構築

○ 点検調査技術や復旧工
法の技術開発

○ DXを活用した効率的な
災害対応

○ 宅内配管や汚水溢水な
どの被害・対応状況の
早期把握、迅速な復旧
方法・体制の構築

等 4
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水道事業とは 上水道事業と簡易水道事業の比較

水道事業

（一般の需要に応じて水道により水を供給する事業で、

市町村経営が原則）

・上水道事業 ： 給水人口が5,001人以上の事業
（認可事業数※ （公 営）：1,295事業 ）

                  （私 営）：    9事業 ）
・簡易水道事業 ： 給水人口が101人以上5,000人以下の事業

（認可事業数※ （公 営）：1,783事業 ）
                                   （私営等）：  632事業 ）

（出典）厚生労働省資料を総務省が一部加工
（※認可事業数は、令和３年度水道統計より）

水道事業の概要

区 分 上水道事業 簡易水道事業

現在給水人口 1億2,115万人 124万人

給水原価 174.8円/㎥ 306.1円/㎥

うち資本費 73.3円/㎥ 143.8円/㎥

供給単価 170.3円/㎥ 162.0円/㎥

料金回収率 97.5％ 52.9％

人口１人当たり
管路延長

6.1m 24.8m

※給水原価、資本費、供給単価及び料金回収率については、水道事業経
営指標（令和４年度）及び簡易水道事業年鑑（第46集）より

※現在給水人口及び人口１人当たり管路延長については、令和４年度地
方公営企業決算状況調査より算出
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水道事業の将来の需要水量
○日本の人口変動や節水機器の普及等による家庭での一人当たりの使用水量の減少により、有収水量は1998年（平成10年）を

ピークに減少しており、2050年（令和32年）頃にピーク時の67％程度に減少し、2100年（令和82年）頃にはピーク時の37％程度ま

で減少する見通し。

6（出典）厚生労働省資料



水道事業の料金収入の推移

○ 水道事業の料金収入は、人口減少社会の到来、節水型社会への移行や産業構造の変化などによ
り減少傾向にある。

出典：地方公営企業決算状況調査

水道事業（用水供給事業を除く）
（億円） （％）

普
及
率

料
金
収
入
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※ 国立社会保障・人口問題研究所発表の2010年から2040年の人口減少率について、各給水人口区分内の単純平均により算出（H27年度時点）
※ 福島県及び一部の末端事業者の推計人口のデータがないため、上水道末端事業者数と一致しない

（給水人口区分）

全国平均
16.1％

全国平均の
２倍超の
減少率

給水人口規模別の人口減少率（2010年⇒2040年）
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○ 給水人口規模別に、人口減少率（2010年→2040年）をみると、規模の小さな団体ほど人口減少率が高くなっている。

特に、給水人口が1.5万人未満の団体は、全国平均（16.1％）の２倍を超える減少が見込まれている。



○ 水道事業の過去の投資実績を見ると、水道普及のために施設整備が進んだ昭和50年頃のピークから40年以上が経過し、

老朽化対策のために更新需要が増大している。

※「投資額」は建設改良費を指す

（出典）厚生労働省資料

水道事業における過去の投資実績
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水道事業における管路経年化率・管路更新率の推移

※１ 管路経年化率 ： 管路全体に占める法定耐用年数（４０年）を超えた管路延長の割合
※２ 管路更新率 ： 管路全体に占める当該年度に更新した管路延長の割合

※１ ※２
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○ 事業用資産の約７割を占める管路については、管路経年化率が年々上昇。

○ 一方、管路更新率は低調に推移。（R３年度の更新率では、仮にすべての管路を更新するとなると約150年も要する計算）



水道事業における災害対策等について①（相互連絡管整備等、基幹水道構造物耐震化）
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【地方財政措置の概要】 ＜国庫補助対象事業及び地方単独事業が対象＞

相互連絡管整備等（H7～）

送・配水管の相互連絡管等の整備事業、配水池能力の増強事業、緊急遮断弁の整備事業、応急給水槽の
整備事業及び自家発電設備の整備事業 （更新・改築事業を除く。）

基幹水道構造物耐震化（H21～）

浄水場、配水池等の基幹水道構造物の耐震化事業（更新・改築事業を対象。ただし、耐用年数経過施設
の更新・改築事業は除く。）

3/4

　　元利償還金の１／２を普通交付税措置

国庫補助金
一般会計出資債 水道事業債

1/4

基幹水道構造物耐震化

地方負担額

国庫補助金等

1/2 1/2

　　元利償還金の１／２を普通交付税措置

国庫補助金等
一般会計出資債 水道事業債

相互連絡管等整備

地方負担額

相互連絡管整備等



【対象事業者】
前年度末時点で経営戦略を策定している末端給水事業者 （令和８年度以降は、前年度末時点で「改定」している事業に限る）

【対象経費】
対象事業者が実施する水道管路（国庫補助の対象となる管種に限る。）の耐震化に要する経費

【地方財政措置】
• 対象経費に、当該事業の管路更新率が、基準管路更新率※を上回る割合を乗じて算出した上積事業費の

１／４（一般対策分）、又は１／２ （特別対策分）を限度として、一般会計からの出資の対象とする。

※全国の平均管路更新率（R２～４年度の平均）又は当該事業の平均管路更新率（R２～４年度の平均）のいずれか低い方

※前々年度における供給単価が全国平均未満の事業は、当該事業の平均管路更新率を基準管路更新率とする

• 当該一般会計出資のための起債の元利償還金について、普通交付税による措置（１／２）を講ずる。

⽔道事業における災害対策等について②（⽔道管路耐震化）

＜特別対策分の対象事業要件＞
前々年度における供給単価が全国平均以上であり、次の要件①又は②を満たす事業
①経営条件が厳しいこと：有収水量１㎥当たり資本費が全国平均の２倍以上
②管路更新負担が大きいこと：有収水量１㎥当たり資本費が全国平均の1.5倍以上かつ有収水量１㎥当たり管路延長が平均の２倍以上

【一般対策分】（補助対象の場合） 【特別対策分】（補助対象の場合）

（H21創設、H26・R1・R6延長）
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○ 延長を重ねる中で、これまで耐震化事業に取り組んできた事業者は、過去の平均事業費（通常事業費）が上昇し上積事
業費が生じづらくなることから、上積事業費について、算出の基礎として管路更新率を用いることとした上で、「全国の平均
管路更新率」又は「当該事業の平均管路更新率」のいずれか低い方により算出する方法に変更し、５年間延長する。

○ なお、前々年度における供給単価が全国平均未満の事業については、比較的経営基盤が安定していることから、当該
事業の平均管路更新率により算出する方法とする。

＜補助及び単独が対象＞



浸水災害対策のイメージ土砂流入防止壁のイメージ

水道事業における災害対策等について③（土砂災害対策・浸水災害対策）

【地方財政措置の概要】＜国庫補助対象事業及び地方単独事業が対象＞

住民生活に不可欠なライフラインである水道施設の土砂災害・浸水災害対策をより一層推進するため、土砂災害・浸水災害
対策に必要な施設の整備に要する経費の一部に対して地方財政措置を講じるもの。

（地方単独事業）

【スキーム】

【対象事業】

○土砂災害対策

土砂災害警戒区域における土砂流入防止壁その他土砂災害対策に
必要な施設の整備事業（更新・改築事業を除く。）

○浸水災害対策

津波浸水想定区域、洪水浸水想定区域、雨水出水浸水想定区域、
高潮浸水想定区域等における防水扉、止水堰その他浸水災害対策に
必要な施設の整備事業（更新・改築事業を除く。）
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1/2

　　元利償還金の１／２を普通交付税措置

地方負担額

一般会計出資債 水道事業債

1/2

（国庫補助事業）



①国土交通省所管の「公共下水道」、「流域下水道」などの下水道法上の下水道（計1,983事業）

②農林水産省所管の「農業集落排水施設」などの集落排水（計1,185事業）

③環境省所管の「特定地域生活排水処理施設」などの浄化槽（計432事業）

という汚水処理施設を運営する事業（計3,600事業） ［数値はR4決算］

下水道事業とは

広義の下水道 公共下水道（広義）

流域下水道

公共下水道（狭義）

特定公共下水道

下水道法上の
下水道

特定環境保全公共
下水道

下水道法上の
下水道以外のもの

農業集落排水施設

漁業集落排水施設

林業集落排水施設

簡易排水施設

小規模集合排水処理施設

特定地域生活排水処理施設

個別排水処理施設

下水道の種類 下水道事業のイメージ

①
下
水
道
法
上
の
下
水
道

②
集
落
排
水

③
浄
化
槽

下水道事業の概要
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○ 汚水処理人口普及率とは、総人口に対する各汚水処理施設（下水道、農業集落排水施設等、合併処理浄化槽及びコミュニティ・プ
ラント）の処理区域内人口等の割合を表したもの。

○ ここ２０年ほどで人口5万人未満の町村部の普及率は大幅に上昇。
○ 近年は今後の人口減少の見通しや厳しい財政状況を背景に、普及率の上昇は緩やかなものとなっている。

（年度）

（注）１．汚水処理人口普及率（%）＝（下水道、農業集落排水施設等、浄化槽及びコミュニティ・プラントの処理区域内人口等）÷総人口（住基人口）×100
２．令和３年度末は、福島県において、東日本大震災の影響により調査不能な市町村(大熊町、双葉町)を除いた値を公表している。
３．本資料は、農林水産省、国土交通省、環境省より公表された「令和３年度末の汚水処理人口普及状況について」(令和４年８月)を参考としている。

（参考）福島県の21年度末の普及率は、73.1%

98.7%98.8%99.0%98.9%98.7%98.9%99.0%99.0%99.1%99.2%99.3%99.4%99.3%99.4%99.4%99.5%99.5%99.5%99.6%99.6%99.6%99.6%99.7%99.7%
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77.5%

79.4%
81.1%80.4%79.8%
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60.7%
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40.6%
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53.1%
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59.6%
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65.5%
67.6%
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H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

100万人以上

50～100万人

30～50万人

10～30万人

5～10万人

5万人未満

全国平均
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汚水処理人口普及率の推移（人口規模別）



国土交通省資料

下水道事業の老朽化の状況
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○ 標準耐用年数50年を経過した管渠の延長約3万km（総延長の約7％）が、20年後は約20万km（約40％）と今
後は急速に増加。

○ 下水処理場においても、機械・電気設備の標準耐用年数15年を経過した施設が約2,000箇所（全体の90％）
と老朽化が進行。



出典：地⽅公営企業決算状況調査

（億円）

（年度）
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更新投資額の推移



うち７割を交付税措置
処理区域内人口密度（人／ha）
２５未満 ・・・・・・・４９％（事業費補正：44％、単位費用5％）
２５以上５０未満 ・・４２％ （事業費補正：37％、単位費用5％）
５０以上７５未満 ・・３５％ （事業費補正：30％、単位費用5％）
７５以上１００未満 ・・２８％ （事業費補正：23％、単位費用5％）
１００以上 ・・・・・・・・２１％ （事業費補正：16％、単位費用5％）

うち７割を交付税措置

４９％（事業費補正：４４％、単位費用：５％）

うち７割を交付税措置

４２％（事業費補正：３７％、単位費用：５％）

（使用料）

公共下水道（狭義）

合
流
式

分
流
式

公費

公費

雨水６割 汚水４割

雨
水
1
割

処理区域内人口密度25未満6割

25以上50未満 5割

100以上 2割

50以上75未満 4割

75以上100未満 3割
（使用料対象資本費）

（使用料対象資本費）

雨
水
1
割

公費

汚水６割 （使用料対象資本費）

合計７割

公共下水道（狭義）以外※

○ 雨水公費、汚水私費を原則としつつ、分流式公共下水道に係る汚水処理資本費について、公共用水域の保全
等の観点から、処理区域内人口密度に応じて交付税措置（なお、公共下水道以外の施設についても、資本費等
の実態にかんがみ交付税措置。）。

※集落排水・浄化槽（市町村設置型）等

18

下水道事業債の元利償還金に係る地方財政措置



※汚⽔処理経費︓汚⽔事業費に係る公費負担控除前の汚⽔処理経費（資本費＋維持管理費）
※特定公共下⽔道、流域下⽔道は除く。

・経費回収率（R4）

下水道事業の経費回収率と使用料

19

※特定公共下⽔道、流域下⽔道は除く。

○ 処理区域内人口密度の低い公共下水道や集落排水、浄化槽の事業で、必要な汚水処理費用を使用料収入で賄っている割合を示す経
費回収率が低い傾向がある。

○ 一方、使用料は処理区域内人口密度の低い公共下水道や集落排水、浄化槽の事業で高い傾向がある。

・使⽤料（R4）※20㎥あたりの⾦額（⽉あたり）



○ 急激な人口減少等に伴い、サービス需要が大幅に減少するおそれ

○ 施設の老朽化に伴う更新需要の増大

○ 職員数が減少する中、人材の確保・育成が必要

○ 特に中小の公営企業では、現在の経営形態を前提とした経営改革の取組だけでは、将来にわたる住民サービス

を確保することが困難となることが懸念

公営企業の現状及びこれからの課題

事業廃止

抜本的な改革の検討

相互に反映

 公営企業が行っている事業の意義、経営形態等を検証し、今後
の方向性について検討

更なる経営改革の推進

さらに厳しい経営環境

①事業そのものの必要性・
公営で行う必要性

②事業としての持続可能性

③経営形態
（事業規模・範囲・担い手）

民営化・民間譲渡

広域化等 （※）

民間活用

公営企業の「見える化」

公営企業会計の適用拡大 経営比較分析表の作成・公表

 複式簿記による経理を行うことで、経営・資産の状況の「見える化」を推進
→ 将来にわたり持続可能なストックマネジメントの推進や、適切な原価計算に基づく料金水準の設定が可能
→ 広域化等や民間活用といった抜本的な改革の取組にも寄与

 経営指標の経年分析や他の地方公共団体との比較を通じて、経営の現状及び課題を分析

※広域化等とは、事業統合をはじめ施設の共同化・管理の共同化などの広域的な連携、下水道
事業における最適化などを含む概念

投資・財政計画（基本10年以上）の策定

人材確保、
組織体制の整備

新技術、ＩＣＴの
活用

広域化等・
民間活用

 経営戦略に基づく計画的かつ合理的な経営を行うことにより、
経営基盤を強化し、財政マネジメントを向上

 中長期の人口減少の推計等を踏まえた、ストックマネジメントの
成果や将来需要予測を反映させながら、投資・財政計画を策定

 各公営企業において、令和７年度までに改定を行う

投資試算 財源試算

（計画期間内に収支ギャップを解消する）

経営戦略の策定・改定

20

公営企業等の更なる経営改革の推進について



投資・財政計画の策定

その他の経営基盤強化
の取組（ＩＣＴ活用等）

○ 料金、企業債、一般

会計繰出金等の水準

の見直し 等

財源試算

 経営基盤強化と財政マネジメントの向上のツール
 経営健全化に向けた議論の契機とするため住民・議会に対して「公開」

経営戦略 [イメージ]

組織,人材,定員,
給与の適正化

（計画期間は基本10年以上）

○各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を
継続していくための中長期的な経営の基本計画
である「経営戦略」の策定を要請。
（平成26年８月29日付け公営企業三課室長通知）

○令和２年度までの策定を要請。
（平成28年１月26日付け公営企業三課室長通知）

○令和７年度までの改定を要請。
（令和３年１月22日付け公営企業三課室事務連絡、令和４年１月25日付け公営企業三課室長通知）

○「経営戦略策定・改定ガイドライン」の策定・公表
（平成31年３月策定・公表）

・ 「経営戦略」の策定後も、毎年度、進捗管理や計画実績
との乖離検証を行い、３年～５年毎の改定が必要。

・ 収支均衡を図るため、ストックマネジメント、公営企業会計
の導入、料金水準の適正化の議論などを反映し、
質の向上を図るよう要請。

・ 事業ごとの具体的な策定・改定実務の手引書となる「経営
戦略策定・改定マニュアル」を作成。

○策定状況:「策定済」の事業の割合は９６．８％

○改定状況：「改定済」又は「令和７年度までに改定
予定」の事業の割合は８５．１％

収支ギャップが生じた場合には

その解消を図る

経営戦略の策定・改定の推進

○ 長期の人口減少推計を
踏まえた将来の需要予測
等に基づく合理的な投資額
の設定

○ 長寿命化等による平準化
等

投資試算

中長期（30年程度以上）
を見通した

アセット（ストック）マネジメント

資産管理

反映

計
画
期
間
内
の

収
支
均
衡

反映

・広域化等
・指定管理者制度、包括的民間委託
・ＰＰＰ／ＰＦＩ等 等

毎年度、進捗管理

計画と実績の乖離の
検証

 ３～５年ごとの見直し

PDCAサイクル

策定・改定状況（令和５年３月３１日時点）

○ 経営・財務マネジメント強化事業（令和３年度から）

○ 経営戦略の策定を要件としている地方財政措置（※）

・水道事業の高料金対策、水道管路耐震化事業、

旧簡易水道施設（浄水場、管路等）の建設改良事業

・下水道事業の高資本費対策

財政措置等

ガイドラインの内容

（毎年度、策定・改定状況を調査・公表）

※ 令和８年度からは、より質を高めるための取組（物価上昇等を反

映した経費の増加等の的確な反映など）を盛り込んだ経営戦略の改

定を要件とする予定。（令和４年１月25日付け公営企業三課室長通知） 21

公営企業の「経営戦略」の策定・改定の推進について



① 今後の⼈⼝減少等を加味した料⾦収⼊の的確な反映
② 減価償却率や耐⽤年数等に基づく施設の⽼朽化を踏まえた将来における所要の更新費⽤の的確な反映
③ 物価上昇等を反映した維持管理費、委託費、動⼒費等の上昇傾向等の的確な反映
④ ①②③等を反映した上での収⽀を維持する上で必要となる経営改⾰（料⾦改定、広域化、⺠間活⽤・効率化、事業廃⽌

等）の検討
○ なお、現在、経営戦略の策定を要件としている⽔道事業の⾼料⾦対策、⽔道管路耐震化事業、旧簡易⽔道施設（浄⽔場、
管路等）の建設改良事業及び下⽔道事業の⾼資本費対策に係る地⽅財政措置について、令和８年度から、上記の①〜④
の取組を盛り込んだ経営戦略の改定を要件とする予定。

「経営戦略」の改定推進について（令和４年１月25日付け公営企業三課室長通知）

令和６年度の公営企業等関係主要施策に関する留意事項について（令和６年１月22日付け公営企業三課室事務連絡）

○ 賃⾦や物価の上下動などの社会経済情勢の変化への的確な対応や、情報通信技術や新技術の活⽤などの効率化・経営健全化
の取組が重要であることから、物価⾼騰の影響のほか、DX・GXの取組についても、経営戦略に適切に反映させること。

○ 新型コロナウイルス感染症の５類感染症変更後も、テレワークの普及等の⾏動変容が⼀定程度定着していることから、このような新
たな経営環境を踏まえた改定を⾏うことも重要であること。

○ 新たに事業を開始した等の理由により、令和３年度以降に経営戦略を策定した事業においても、経営環境の変化や、これまで期
限を定めて改定を要請していることなどを踏まえ、改定に係る取組を適切に進めること。

○ 経営戦略の⾒直しに当たっては、特に、次の①〜④の事項を投資・財政計画に盛り込むことが持続可能なサービスの提供に
不可⽋であること。
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○ なお、令和６年度から令和８年度までを発⾏期間とする交通事業債（経営改善推進事業）の対象事業は、地⽅財政法に定め
る「資⾦の不⾜額」が⽣じている交通事業のうち、経営戦略を改定済⼜は改定に着⼿済（※）の事業としていること。
※ 令和７年度までは、新型コロナウイルス感染症の影響による経営環境の変化を踏まえた経営戦略を改定済、⼜は改定に着⼿している事業、令和８年度は新型コ

ロナウイルス感染症の影響による経営環境の変化を踏まえ経営戦略を改定済である事業とする。

経営戦略の改定に当たっての留意事項



【資本費平準化債発行可能額の拡充】

資本費平準化債発行可能額 ＝ 元金償還金総額 － 資本費平準化債の元金償還金 － 減価償却費相当額等

※ 資本費平準化債の償還年限については「対象償却資産の平均残存耐用年数」を限度

※ 資本費平準化債の元利償還金相当額を含む経費を確実に回収すること等に留意した収支計画の策定が要件

【対象事業】

下水道事業、交通事業 等

【地方債計画計上額（増額分）】

1,150億円

＜見直し部分＞

○ 法適化（公営企業会計導入）の進捗を踏まえ、公債費負担を適正な水準の料金収入等で賄える程度に平準化できるよう、
資本費平準化債を拡充し、過去に発行した資本費平準化債の元金償還金を対象に追加

⇒下線部分を削除し、発行対象を拡充

＜資本費平準化債の活用効果（イメージ図） ＞

料金
対象経費

年

※拡充後を基準とした場合の比較

資本費平準化債を活用しない場合
（=本債元金償還金+利子）

拡充後
（=減価償却費+利子）

現行
（=減価償却費+資本費平準化債元金償還金+利子）

減価償却期間：最長50年
本債償還期間：最長40年
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資本費平準化債の対象拡充

公営企業の経営安定化支援
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R6.6.17財政制度等審議会
財政投融資分科会 財務省説明資料
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